











を推進 している.こ こに地域化 とは,か つて中央政府が国鉄 を介 して一元的に引き受けて
いた近郊鉄道の運営責任は じめ,地 域交通全般 のそれを当地の交通事情に明 るい地方政府
の下に移管 し,市場適合的に輸送サービスを提供する政策である.し か しながら,各 国の
地城交通市場では概 して自家用乗用車の占有率が高 く,公共交通機関にとって自立的運営
が困難な状況にある.し たがって,地 域化に際 して何らかの公的支援が必要 となる.
これを ドイツについてみ ると,同 国では,地 域化法(Regiona1董sierungggegetz)に基づい
て1996年に地域化(Regionalisierung)が実行に移 された.同 法は,ド イツ国内の公共近
距離旅客輸送(11(offenUicherPersonennahverkehr,OPNV)の運営責任は各州政府がこれを
負 う旨定める他,連 邦政府の州政府 に対する財源移譲に関 しても規定 している.と ころが,
同法の立法過程,あるいは条文 を紐解 くと,当該政府補助 はOPNV再生のためというよりも,
む しろ地域化,ひ いては後述の鉄道改革(Bahnreform)を成就させ るための,い わば政治
的妥協の産物であるといわ ざるを得 ないのである.そ して,そ のために連邦補助の効率性
は損なわれ,OPNVの再生 とい う政策理念が等閑視 されているとの批判 を免れないのであ





2.1鉄 道 改 革 の 一環 と しての 地 域化
地域 化法 は,1993年12月17日 に成 立 した鉄道 改革 関連(21の 一つ で あ る鉄道 新機構 法
(Eisenbahnneuordnungsgesetz)第4章に収 録 され て いる独立の法律 で ある,こ こで,1994
年 鉄道改革 につ き若干 の言及 を して おきたい.
前年 のベル リンの壁崩 壊 を受 けて,1990年10月3日 に東 西 ドイツが再統 一 を遂 げ る と,
両 ドイ ツの国 鉄の統 合 が大 きな 問題 となっ た,郵 政 に関 して は,1日西独 の ドイ ツ連邦 郵便
が旧東 独の ドイツポ ス トを吸収す る形 で組織 が統 合 され た が(統 一条約 §27D,国 鉄 は
同 じよ うには いか なか っ たの で ある.そ れ とい うの も,旧 西 ドイツの 国鉄 で あ るとこ ろの
ドイツ連邦鉄道(DeutscheBundesbahn,DB}と旧東 ドイツの ドイツ国有 鉄道(Deutsche
Reichsbalm,DR)との 間の経営 上 ・技 術上 の相 互格 差 が著 し く(37,直:ちに2社 を統合 す る
ことは至難 で あったか らで ある〔d1.そこで,当 時のKohl連邦政権(1982-98年)は,統 一
ドイツの鉄道の あ り方 につ いて,か ねて発足 させ てい た連 邦鉄道政 府委員会6)(Regierungs-
kommissionBundesbahn,RKB)に検討 にあた らせ た.
RKBは1991年12月21日,当 時のKrause連邦交 通大 臣(在 任1991-93年)に最終報 告
書 を提出 した.そ の巾で,xxsは,DBとDRと を統 合 し,ド イツ鉄道株式会社(Dcutsche
BahnAktiengesellschaft,DBAG暢を設 立すべ き旨答申 した.ま た,地 域化 を実施 し,鉄 道
改 革 によって誕生 す るDBAGの 経営 基盤 に政策 的配慮 を施 すべ きで ある と進言 した(71,確
かに,図 表1に 示 すごとく,ド イツの交通 市場 においては,他 のEU加 盟 国 と同様 自家 用車
が圧倒 的に選好 され てお り,鉄 道近距離旅客 輸送fix:(Schienenpersonennahverkehr,SPNV)
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注1.左 図は輸 送人員ペ ースの,右 図 は輸送人キ ロベ ースの分担率で ある.
2.自家用自動車交通は 自動二輸車,乗 贋車,9ク シー等によ る輪送 である.





RI〈B改革案は1992年2月5日の連邦閣議で了承 され,連 邦交通省は同年7月15日 に前
記DB及 びDRの 改組,地域化などを含む一連の鉄道改革のスキームを策定 した.か くして,
連邦政府は1994年1月1日に鉄道改革を実行することを目指 し,各界の意見を聴取 しなが
ら93年半ばまでに議会での審議 を終え,必 要な法整備を完 了す るよう,す ぐさま法案の作
成に着手 したのである,と ころが,実 際に法案が成立をみたのは1993年12月17日,鉄道
改革実施のわずか2週 間前であった,
このように,当 初連邦政府が予定 していたスケジュール を大幅 に超過 した最大の理由は,
地域化をめぐって連邦 ・州両政府間で妥協点を見出せ なかったことにある.市 場条件に恵
まれず,SPNVの運営には往々にして困難 を伴うと先 に述べ た.連 邦政府 に してみれば,
SPNVの存続,維 持 も然ることながら,そ の運営責任を州政府の下に移管 し,も って自身の
財政負担を転嫁する点に地域化の意義 を見出 していた.一 方の州政府は,従 前か ら運営責
任 を負っていた公共道路旅客輸送:9}〔offentlicherStral3enpersonenverkehr,OSPV)に加え,
新たにSPNVの運営についても関与することにより,一 層地域 の需要に適 したOPrVサー
ビスを提供 しうる点を評価 していた(taiこうした双方の思惑の相違 が,地 域化を実行するに際
して連邦政府と州政府との間で財政調整を図るか否かという問題へと発展したのである,
州政府への財源移譲 につき否定的立場の連邦政府 と,そ れなしでの地域化に反対 を貫 く
州政府一 両者の間の溝は深 く,地域化,ひ いては鉄道改革の議論は暗礁に乗 り上げた.
しか し,DB,DRの財政はすでに破綻を来 していて,早 急に鉄道改革を断行 しなければ,
よ り深刻な事態に陥ることが懸念 された,い かなる形 で地域化周辺の論争に折合いをつけ
るか,1993年6月から連邦政府と州政府の二者間で集中的な議論が交わ された(W.その結果,
連邦政府が州政府の要求を受け入れることで,つ いに両者の財政調整に関する議論は決着
したのである.換 言すると,地 域化法に連邦政府の州政府 に対する補助規定が盛 り込 まれ
ることになったのである.実 は,そ れは資源配分上の問題 を内在 した枠組みなのであるが,
この点についての検討は後段 に譲る.
その後,鉄 道改革はかねてからの計画の通 り,1994年1月1日に行われ,DB及 びDRは
連邦鉄道財産(Bundeseisenbahnvermogen,BEti>への統合を経てDBAGに 移行 した〔121(次































出典BEVウ ェブサ イ ト.
3.政府補助をめぐる地域化法の問題点
3.1政治 的妥協 としての連邦補助
既述のように,地 域化法の趣旨は次の2点 に集約 される.す なわち,①OPNVの 運営責
任は当該州政府が これを有することの明文化(§3),②連邦政府か ら州政府への財源移譲
(§5),であるが,こ こで論点 としたいのは後者 についてである.地域化を実施するにあた
っては,連 邦政府の一般財源 たる鉱油税 〔14)(Mineralolsteuer)の一部を各州政府に交付す
ることにより,両者の財政調整 を講 じることとなった,具 体的には,2006年は総額70億
5,310万ユー ロを,2007年は67億990万ユーロを,そ して2008年以降は66億990万ユー
ロU5)を拠出する(§5》,ところが,そ の使途について,同法第7条 は,も っぱらSPNVの用
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に供 され るべ きと してい るので ある.こ の点,地 域化 法はその名の通 り,SPNVの み な らず
「6PNVの地域化 に関す る法律 」(GesetzzurRegionalisierungdes6f百ent!ichenPersonennah・
verkehrs)である.つ ま り,連 邦政府 か らの補助 金がSPNVに 限 らず,広 く6PNVの た め
に用い られ る制度 でな くては,法 律の趣 旨 と整合 しな いの である.
加 えて,SPNVの 一体何 に補助金 を配 分 して差 し支 え又は差 し支 えないのか,「司法は ま っ
た く触 れ て いない.ド イツでは,地 域 化法 以前 か ら,bPN4は じめ あまね く地域 交 通を対
象 とす る連 邦補助制度 が運用 されてい る.1971年地域 交通財 政法(Gemeindeverkehrsfinan-
zierungsgesetz,GVFG)である,こ のGVFGに 由来す る補助 は,地 域化法 のそれ同 様,鉱
油税 収の 一定 割合 を各州 政府 に交付 す る制 度 で あるが,相 当細 か に補 助金 の使途 が定 め ら
れて い る(図 表3).GVFGに よる政府補助 総額 は,2006年の実績 で年間16億6,700万ユ ー
ロで あ り,地 域 化 法 を して規定 され る支援 制度 に比 べ遥 か に小規模 で ある,確 かに,後 述
す るよ うに,一 般 論 と しては,補 助 金 の支 出 を拘 束 しな いほ うが資源 配分上 好 ま しい,そ
れ に して も,こ れ だけ巨額 の補助 金 と もなる と,多 くの先例 か らい って,各 州 におい て合
目的 的に用 い られ ない余地 を残 して しまうので あ る.そ れ な らば,目 的 を特定 化 して補 助








五 自家用自動車交通減少のための交通誘導 システム及びパーク&ラ イ ド用駐車場,
8地 区開発計画に盛り込 まれている貨物輸送センターのための公共交通スペース,
2号 もっぱらfSPNVの運行に供 される以下のモー ドの建設又は改良.
a.路面電車,高 架鉄道及び地下鉄の他,特 殊構造の鉄道.
b.非連邦所有鉄道(nichtbundeseigeneEisenbahnen).
3号OPNV用 バ スター ミナル,停 留所,営 業所 及び整備場の建設又は改良,
4号 電子技術 を用いた運行及び信号 システム等,OPNVの表定速度を向上させる施策.
5号 鉄道又は内陸水路との交差施設.
6号 当該路線の維持及び改善に必要なバス車両並びにOPNV用鉄道車両等の調達.
注 ㎜7年11月12日 現在の施行法 による.
では,な ぜ地域化法は補助の対象を特にSPNVに限定する一方で,使 途に関 して何 らの
制約 も課 していないのであろうか,以 下,立 法プロセスの分析を通 じ明らかにしたい,
そもそも,連邦 ・州両政府 とも地域化,さ らには鉄道改革の必要性は十分認識 していた.
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第一に,そ れ らはEUレ ベルの政策方針であり,EC規則及び指令の形で具体的に要求 され
ていたか らである.第 二に,ド イツ国内の事情,す なわちDB,DRの 経営状態が もはや予
断を許 さなかったためである.し かし,事 が地域化に及ぶと,連 邦政府 ・州政府双方の見
解には依然大きな隔たりがあった,連 邦政府 としては,自 身の財政負担 を州政府に転嫁す
ると同時に,新 生DBAGをSPNVの 運営責任から解放 し,も って同社の赤字体質からの脱
却 を図 る意向が強かったのである,そ うだとすれば,地 域化によって新たな負担が増 える
ことのないよう,州 政府が連邦政府に費用の円満なる補償 を求めたのも,実 に無理か らぬ
ことであった.
それにも関わらず,連 邦大蔵省はiss3年1月,それまでDBに 行っていたSPNVの補助
を翌年以降廃止する旨表明 したのであるQ6'.当然,州 政府は激 しく反発し,の ちにこの計
画は白紙撤回 されたものの,州 政府は強硬姿勢を崩 さなか.った,連 邦制を採用する同国 に
おいては,議 会は連邦議会と連邦参議院の二院からなるが,連 邦参議院は各州政府の代表
者で組織 され,連 邦議会に対 して拒否権を留保 しているQ.,.つまり,一連の鉄道改革 を断
行する上で,州 政府の賛成が欠かせなかったのである.
以上の経緯 に鑑みて,地 域化法に定める政府補助は地域化,ひ いては鉄道改革を実現 さ
せるにあたって州政府の同意 を取 りつけるための,い わば政治 的妥協の産物であるという
よりない.そ うであれば,同 法第7条 が広 くOPNVのためにではな く,特 にSPNVのため
に補助金を用いるべ きと規定 していることに,そ して使途に格別の制約を付 していないこ
とに一定の説明がつ く.
3.2連邦補助の効率性
ところで,こ のような公的支援の方法は,果 た して効率性の原則に適 っていると評価 さ
れうるであろうか.通 常,政 府補助は使途に応 じて一般補助 と特定補助 とに大別 され る.
前者は使途に拘束 を受けない補助 を.後 者は特定の支出に対する補助 をそれぞれ指す,地
方政府が,い わゆるwisegovernmentであることを仮定 して両者を比較 した際,お おむね
次に記す理由か ら,一般補助のほうが効率的であるとされる.① 補助を受ける地方政府は
住民の選好に即 して これを利用するであろうという意味で,効 率的資金配分が期待で きる,
②使途が特定 されていない分,中 央政府の介人する余地を排除 しうる,言 い換えれば地方
政府の裁量 を拡大 させることが可能である,③ 補助金の査定 といった手続上の煩雑や,こ
れに付随する行政費用を回避 しうる(18.,からである.
しかしなが ら,上述の一般補助の利点にも関わらず,な お特定補助 を行うほうが好まし
いケースがある.た とえば,外 部効果が当該行政区域から他に漏出,ス ピルオーバー(spill-
over)する場合である.こ のとき,交付 された補助金の支出を各地方政府の分権的決定に
委ねたのでは,社 会全体の経済厚生は最大 とならないので,中 央政府による介入が正当化
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される.ま た,社 会的 ミニマムの要請から,そ の地方公共サービスを将来に渡って供給す
ることが求め られる場合 も同様である,こ れ らの状況の下では,む しろ特定補助のほうが
目的を達成す ることとの関係で有効な手段 たりうるのである,そ の ようなわけで,一 般補
助と特定補助のどちらが優れているかは一意でない.
これを地域化法に基づ く政府補助についてみると,細 目までは置かれていないけれども,
補助金の使途はSPNVに制限 されている,し たがって,同 法による連邦補助は特定補助で
ある.で は,SPNVは前記のスピルオーバ ー効果をもたらすであろうか,あ るいは,社 会的
ミニマムの見地から,SPNVは存続,維 持 されることが望 まれているであろうか.当該補助
制度が理論的背景に拠 っているか否か検討す.るにあたり問題 となる,
この点,SPNVは輪送サービスの生産を通 して利用者便益 をもたらすばか りでなく,沿 線
住民や企業,ひ いては地域全体に開発利益や利用可能性 と呼ばれる便益をもたらしている.
そうはいえ,SPNVは距離にして50㎞,時 間にして1時 間未満の路線を運行す る近郊鉄道
である.し たがって,便 益の及ぶ範囲 もまた,距 離に して50km,時間に して1時 間程度
の地域に限定 されるとみ るべ きである.SPNVの便益は,わ が国でいう二次駅勢圏(vs)の住
民 らに及ぶのがせいぜいで あって,お よそ遠隔にまで影響す るとは考えに くい.州 際を運
行する路線は格別,SPNVの創出す る外部効果が隣接する行政区域,と りわけ州にスピルオ
ーバーするとしても,そ の範囲 と程度は自ずと隈 られよう.政 府間補助が許 されると断 じ
るには躊躇を禁じ得ない.
他方,地 域化法は第1条1項 において,「十分のOPNVサービスの提供 を住民に保障す る
ことは,生 存への配慮である」 と謳 う.OPNVはSPNVを包含 してお り,こ こにsPVvの
存続 維持の姿勢が明確 にされている,こ の場合,特 定補助 を行ってSPNV,さらには
OPWの 存統,維 持を実現することになる.
今,地 域化法に定めるSPNVへの政府補助に根拠が見出 された.し かるに,こ れをもっ
て現行制度を是とするのは尚早である.市 民の足 を確保するに しても,そ の手段が鉄道で
ある必然性はないか らである.全 国的にOPNVの輸送実績が良好でない ドイツにあって,
輸送密度等交通事情のいかんでは,鉄 道に代わりバスを運行 してモ ビリティを確保するほ
うが効率的であるような地域は,お そ らく相当数あると思われ る.先 述の ように,地 域 化
の政策理念は,当 地の交通の状況に照 らして,地 域ごとに需要に見合った輸送サー ビスを
提供することであったはずである.そうだとすると,連邦交付金の使途をSPNVに限定す る,
もっといえばSPNVありきともい うべ き現行制度は,い わゆるX非 効率の温床 とな り,地
域化の趣旨を没却する蓋然性が高い,
そこで,一 体いかなる政府補助の形態がふ さわしいか問われるが,各 々地域の実情 に合
わせて効率的に6PNVを運営す ることと,公 平や社会的 ミニマムに配慮 して住民のモ ビリ
テfを 確保することとを両立 させるために,般 補助 と特定補助の双方の利点を生かして,
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折衷的補助 とす ることが適当である.つ まり,連邦政府は州政府の待定の支出に対 してでは
なく,一定範囲の支出に対 して,一 括 された補助金を拠出する.そ して,個 々の支出項 目に
ついての具体額は,当 該行政区域の厚生を極大化するよう,州政府にこれを決定 させ るので
ある.もっといえば,地域化法に定める連邦補助金の使途 をSPNVからOPNV全般に緩 和 し,
現在連邦政府が各州政府に支払っている補助金を,当 局が地域の交通事情を6と にOPNV




以上,ド イツにおけるOPNVの地域化と政府補助につ き,地域化法に焦点 をあて論 じた.
地域化には大きく二つの趣旨がある.一つは,赤 字休質の国鉄の再建策 として,経 営上の
足かせであったSPNVを分離することである.今一つは,SPNVはじめOPhlVの再生で ある.
交通市場 は地域 ごとに様相 を異にするのが常である,の みな らず,当 該地域の交通 につ
いての情報は,中 央政府にではなく地方政府に偏在 しているのが普通である.し たが って,
地城交通 サービスの提供 は連邦政府が全国画一的にこれを行うよりも,各 州政府にあたら
せたほ うがよいとする地域化の政策理念は的を射てい る.一 方,中 央政府と地方政府 との
間の財政調整 は,① 税務行政上の能力の点で地方政府は申央政府に劣ること,② 地方政府
間の財政 力格差,ひ いては地方公共サ ービスの質的格弟 を是正する必要性,な どか ら一般
に容認 される傾向にある(21).実際 ドイツでは,地 域化 と称 して行政上の地方分権 を図 る




の材料を持 ち合わせていないけれども,当 該補助制度の導入に至る過程などを踏 まえると,




を行 うことは妥当でない,そ うはいって も,先 に述べた通 り,政府問の過度の資金移転は,




そこで問題 となるのは,地 域化法第8条1項 は,同 第5条 に基づいて連邦政府か ら支払
われた補助金 を,図 表4に 示す比率に従 って各州に配分する旨規定 しているが,そ れは各
州のSPNVが効率的に運営 され るのに資す る水準であるのか否か一一SPNVの用に目的拘
束 されていることの不都合は,こ こでは捨象することにしよう一 である.こ の点,同 法
の改正 を通 じて,補 助金の総額及び財源 に加 え,各州への配分比率をも変更する途は開か
れてお り,効率性の原則に適った制度運用がなされているものと推定 される.
図衰4地 域化法に基づく連邦補助金の各州への配分比率
1口西 ドイツ領の州 配分率 旧東 ドイ"1の 州1醐 率
バ ー デ ン ・ヴ ュル テ ン ベ ル ク io.na ベ ル リ ン 5.46
バイエル ン 14.98 ブランデンブルク 5.71
ブ レー メ ン 0.55 メ ク レ ン ブ ル ク ・フ ォ ア ポ メ ル ン 3.32
ハンブルク 1.93 ザクセン 7.16
ヘ ッセ ン 7.41 ザ ク セ ン ・ア ンハ ル ト 5.03
ニ ー ダ ー ザ ク セ ン 5.59 テ ユ ー リン ゲ ン 3.99




ラ イ ン ラ ン ト ・プ フ ァル ツ 5.29
ザ ー ル ラ ン ト 1.32
3.11シ ュ レ ス ヴ ィ ヒ ・ホ ル シ ュ タ イ ン
1晒 ドィ・繊 舗[69.33 旧東 ドィ・地域餅1諏 ・・
注 図表3に 同 じ.
ただ し,法改正 には連邦参議院の同意を要することを看過 してはならない,わ が国の先
だっての 「ふるさと納税」の是非 をめぐる都市部 ・地方部両知事の議論の応酬を想起 させ
るが,地 域 化法改正に際 しては連邦と州の間の利害だ けでな く,州相互の利害 もまた相対
立するであろう.そ こに政治の恣意が入 り込む可能性が大いに考えられるのである.そ う
なっては,資 源配分の効率性は歪められて しまう.
その関連で,州 政府が当該補助金をいかに支出 したか,連 邦政府 に報告する義務 を負 っ
ていない事実は依然 として理解 しがたい,運 営費補助 としての性格 を有するこの公的補助
制度は,交 通企業の経営環境の変化に応 じて柔軟に財政援助 を行 うことができる反面,補
助のな し崩 し的引延 しによって,そ の受 け手である事業者の安直な経営 を助艮 し,交通補




4.3ド イツ 人専 門 家 の見 解
と ころで,こ う した筆者 の言 説 を ドイ ツ人専 門家 た ちは いか に解す るので あ ろ うか.筆
者 が ドイツ連邦交 通 ・建設 ・都市 開発省(BundesministeriumfiirVerkehr,BauandStadtent-
wicklung,BMVBS)とドイツ交 通企業連 盟(恥rbandDeutscher恥rkじh㎜ternehmen)に
コメ ン トを求 めた ところ,BMVBSのKarenZanderLCから2007年7月20日 付 で回答 が寄
せ られ た,
立法趣 旨及び経済厚 生 に照 ら して,地 域 化法に基 づ く連邦 補助金 はOPNV一 般 の ため に
配 分 され るべ きで ある と考 え るが,こ の点,ど の よ うに思 われ るか 一 筆者 の この 間 に,
同氏 は次の よ うに述 べて いる.「当該政 府補助 は,SPNVを 運 行す るため に各州 が負 担 す る
費用 を補償 して余 りあ る.し た が って,残 部 は6PNVの 改 善,と りわけ イ ンプ ラス トラク
チ ャーの改 善に充当す る ことがで きる」.補 助金の 効率性 の点で は望 ま しい制 度運 用 が な さ
れて いる とい えるが,そ うだ とす ると,地 域 化法第7条 の規定 は有 名無実 で ある.
Zander氏も認 め る通 り,政 治 がSPNVの 存続,維 持 を望 んで いる ことは明白で ある.た
とえ運 賃収 入 に よるコ ス トカバ ー率が 全国平 均約30%と 著 しく低 水準 にあ って も,SPNV
は今 日も必 要で あ ると認 識 されて い る とい う.す べて は ドイツ国民 の支払 い意 思次 第 で あ
って,こ こでSPNVの 存続,維 持 の是 非 を論 じる二とは妥 当で ない.し か しなが ら,現 行








1.連 邦 の鉄 道線 路 の整 備 に関 す る法 律(GesetzcaberdenAushauderSchieoenwegedesSundes〔連
邦 鉄道 線 路整 備法,Bundesschienenwegeausbaugesetz〕)
2、 基 本法 改 正 に関す る法律(Gesetzzur/lnderungdesGrundgesetzes)











連 邦 の鉄 道 の 統 合 と新 編 成 に 関 す る法 律(GesetzzurZusanunen[ulvungandNeugliedetung
dcrBundeseisenbahnen)
ドイツ 鉄 道 株 式 会 社 設 立 に 関 す る法 律(GesetzuberdieGriindungeinerDeu[scheBalmtllRi
engesellschaft〔ドイツ鉄 道 設 立 法,DeutscheBahnGrtiudunpsKesetz〕)
連 邦の 鉄 道 交 通 行 政 に 関 す る 法 律(GcscrzuberdieEisenbabnverkehrsverwaltungdesDum
des)
公 共 近 距 離 旅 客 輸 送 の 地 域 化 に 関 す る法 律(GesetzzurRegionalisierungdestifkntlichenPer
sonennahvevkehrs〔地 域 化 法,ReAionalisierunASAesetz〕)
一 般 鉄 遵 法(AOgemc血csEisenbahngesetz〕
他 の 法 規 の 適 合(AnpassungandererRechtsvorschriften)
移 行 規 定(Llbergangsbestinvnungen)
従 前 の 法 規 の 失 効iAulierlaafttretenbisherigenRechts)
連 邦 鉄 道 財 産 及 び ドイツ連 邦 郵 便 の 諸 企 業 にお ける 人 事 構 造 の 改 善 に 蘭 す る法 律(GP.FP.L2Zur
VerbesserungderpervnnellenStrukhirbeimBundeseisenbahnvermbgenandindenUnter
nehmenderDeutschenBundespos[;
【第10剃 統 一的規 則 順 位へ の復 帰(Ruckkeluwme血heiUichenVer・rdnungsrang;
【第11章1効 力の発生(1幡eten)
4.連 邦 鉄 道 財 産 の 出 向 官 吏 の 要 件 の 決 定 に 対 す るドイツ鉄 道 株 式 会 社 の 権 限 に 関 す る規 則(4erordnunp
fiberdieZustzndigkeitderDeutscheBinAktienJCesellschaftturEntscheidungeninAnge且egenhei・
tenderzugewiesenenBeamtendesBundeseisenbahnvernagens〔DRAT,権阪 規 則 ,DBA〔 一Zustan・
digkeitsverordnung)J
(3)旧 東 独 政府 が鉄 道 イ ン フ ラの 更 新,メ ンテ ナ ン スを怠 って い た た め,DRの ネ ッ トワ ー クは 老 朽 化 が
甚 だ しか った.DRの イ ン フ ラの復 旧 は統 一 ドイ ツの 急務 で あ ると して,大 規 模 な 稜 資 が行 わ れ た が 、
結 局,そ れ はDB及 びDRの 経 営 悪 化 に拍 車 をか け る こ とに な っ た.
(4)DRはDB同 様 に連 邦 の特 別 財 産(SondervermSgen>とされ(統 一条 約 §261J,人 事 交 流 の 他,双
方 の 協 力 関 係 が 拡 大 し,1991年9月 か らは 当 時 のDurrDBがDR総 裁 を兼 務 す る な ど の 進展 は
あ った が,両 社 は組 織 と して は 引続 き並存 状 態 に 置 かれ た1桜 井[28],N,213).
(5)も とはDBの 再 建 計 画 策 定 の た め,1989年7月 に広 く学 識 経 験 者,経 済 界 ,政 界,労 働 組 合 か らu
名 の委 員 が招 聰 され て設 置 され た 委 員会 で あ る.な お,委 員 の構 成 は 次 頁の 表 に あ る通 りで あ る,
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RKBの 答 申 にお い て は,新 会 社 の 名称 はDeutscheEisenbahnAkfiengesellschak(DEAG)とされ て
いた,
これ は,先 に 具 俸化 され たEU共 通 運 輸政 策 の 方 針 に応 じた もの と い って よ い.EUは,軒 並 み 財 政 難
に陥 っ た 各国 の 国 鉄 を 持 続 可 能 な ら しめ るた め,1991年6月20日 に 地 域 化 の 枠 組 み を提 示 す るEC
娩 則1893/9ユを,ま た7月29eに は,国 鉄 の 機構 改 革 を 要求 す る同 指 令91/440を相 次 いで 策 定 した
の で あ る.な お,EC,肌7の 共 通 運 輸政 策 の展 開 に関 して は藤 崎fel,堀 「91,今城 編 「izl.鉄道 ・
運 輸機 構[29ユ並 び に渡 邊[30]を 参 照 され た い.
主 に 都 市及 び その 近 郊 の 交 通需 要 に応 じ る公 共鉄 道 輸 送 を指 す が,そ れ.が明確 で ない と きは 、 当 該 列
車 に お いて 乗 車 距 離 が50㎞ 未 満 又 は乗 車 時 同 が1時 間 未 満 の 乗客 が過 半 数 を占 め る もの をい う(一
般 鉄道 法 §2V}.
バ ス,路 面電 車,地 下 鉄 で あ る.
桜 井,前 掲 書P.270.
ケス タ ・青 木[16:,p.28,
BEVは内 部 を企 業 的領 域 と公 共 的 領 域 とに棲 み 分 けられ,こ のうち前 者 がDBAGを して承 継 された.そ して,
後者 の中 でも,特に ネットワーク整備 に関す る計 画 の策 定,事 業 者 の認 可,安 全 基 準 の監 督 といった高 権 的任 務
(hoheitlicheAufgaben)カ;抽出 され,連 邦 鉄道 庁(Eisenbahn-Bundesamt,EBA)がこれを引 き継 いだ.し
たが って,BEVはDBAG,EBAの いず れ にも帰 属 しない領 域,す なわ ち長 期 債 務 の引 受 け及 び処 理,要 員
対 策,不 動 産 の管 理 及 び 売 却 といった業 務 を担 当す る.なお,ドイツの 一 連 の鉄 道 改革 について は前 掲 藤 崎,
堀,今 城 編,ケ スタ ・青木,桜 井,鉄 道 ・運 輸機 構,渡 遺,あ るい はJulie〔13]を参 照されたい.
暖 井,前 掲 書pp.245-246.
わ が国 で い う と こ ろの ガ ソ リン税 で あ る,
2007年11月13日現 在 の 施 行 法 に定 め る暫 定 支 給 額 で あ り,正 式 な 金 額 はzoos年中 に 連 邦 参 議 院
す なわ ち州 政 府 の 同 意 の 下決 定 され る(§61,そ の 際,い ず れの 連 邦税 を原 資 とす るか につ い て も あ
わせ て検 討 され る こ とに な って い る(同),
ケ ス タ ・青 木,前 掲P.26.
た だ し,連邦参 議 院 が 拒否 機 を発動 しう るの は 基本 法 改 正法 案,州 政 府 の 歳 入 に影 響 を 及 ぼす 法案 以下 、




(19)鉄遵駅 等 を利 用 す る周 辺 居住 者 が 分布 す る範 囲 の こ とで,徒 歩圏 を 一次 駅 勢 圏 とい い,バ ス な どの 接
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